
 

生活困窮者自立支援法施行令 

発令    ：平成27年2月4日号外政令第40号 

最終改正：平成30年9月28日号外政令第284号 

改正内容：平成30年9月28日号外政令第284号[平成30年10月1日] 

 
○生活困窮者自立支援法施行令 

〔平成二十七年二月四日号外政令第四十号〕 

〔総務・厚生労働大臣署名〕 

生活困窮者自立支援法施行令をここに公布する。 

生活困窮者自立支援法施行令 

内閣は、生活困窮者自立支援法（平成二十五年法律第百五号）第九条及び第十八条〔現行＝

一五条及び二五条＝平成三〇年六月法律四四号により改正〕の規定に基づき、この政令を制定

する。 

（生活困窮者自立相談支援事業及び生活困窮者住居確保給付金に係る国の負担） 

第一条 生活困窮者自立支援法（以下「法」という。）第十五条第一項の規定により、毎年度

国が市等（法第四条第一項に規定する市等をいう。以下この条及び次条において同じ。）又

は都道府県に対して負担する法第十五条第一項第一号又は第三号の額は、次に掲げる額のう

ちいずれか低い額とする。 

一 生活困窮者自立相談支援事業（法第三条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業

をいう。以下この項及び次条第四項において同じ。）の実施に要する費用について市等又

は都道府県の設置する福祉事務所（社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に規定す

る福祉に関する事務所をいう。）の所管区域内の町村における人口、被保護者（生活保護

法（昭和二十五年法律第百四十四号）第六条第一項に規定する被保護者をいう。）の数そ

の他の事情を勘案して厚生労働大臣が定める基準に基づき算定した額 

二 市等又は都道府県が行う生活困窮者自立相談支援事業の実施に要する費用の額（その費

用のための寄附金その他の収入があるときは、当該収入の額を控除した額） 

２ 法第十五条第一項の規定により、毎年度国が市等又は都道府県に対して負担する同項第二

号又は第四号の額は、市等又は都道府県が行う法第三条第三項に規定する生活困窮者住居確

保給付金の支給に要する費用の額（その費用のための寄附金その他の収入があるときは、当

該収入の額を控除した額）につき、厚生労働大臣が定める基準によって算定した額とする。 

（生活困窮者就労準備支援事業等に係る国の補助） 

第二条 法第十五条第二項の規定により、毎年度国が市等又は都道府県に対して補助する同項

第一号の額は、市等又は都道府県が行う生活困窮者就労準備支援事業（法第三条第四項に規

定する生活困窮者就労準備支援事業をいう。第四項において同じ。）、生活困窮者家計改善

支援事業（法第三条第五項に規定する生活困窮者家計改善支援事業をいう。以下この条にお

いて同じ。）（第四項に規定する場合に該当する場合に限る。）及び法第三条第六項に規定

する生活困窮者一時生活支援事業の実施に要する費用の額（その費用のための寄附金その他

の収入があるときは、当該収入の額を控除した額）につき、厚生労働大臣が定める基準によ

って算定した額とする。 

２ 法第十五条第二項の規定により、毎年度国が市等又は都道府県に対して補助する同項第二

号の額は、市等又は都道府県が行う生活困窮者家計改善支援事業（第四項に規定する場合に



 

該当する場合を除く。）、法第七条第二項第二号及び第三号に掲げる事業並びに法第十条第

一項各号に掲げる事業の実施に要する費用の額（その費用のための寄附金その他の収入があ

るときは、当該収入の額を控除した額）につき、厚生労働大臣が定める基準によって算定し

た額とする。 

３ 法第十五条第三項の規定により、毎年度国が福祉事務所未設置町村（法第十一条第一項に

規定する福祉事務所未設置町村をいう。以下この項において同じ。）に対して補助する法第

十五条第三項の額は、福祉事務所未設置町村が行う法第十一条第一項に規定する事業の実施

に要する費用の額（その費用のための寄付金その他の収入があるときは、当該収入の額を控

除した額）につき、厚生労働大臣が定める基準によって算定した額とする。 

４ 法第十五条第四項に規定する政令で定める場合は、市等又は都道府県が法第三条第二項第

三号に規定する計画を作成するに当たって、生活困窮者就労準備支援事業及び生活困窮者家

計改善支援事業との緊密な連携を図る体制が確保されている場合その他生活困窮者自立相

談支援事業、生活困窮者就労準備支援事業及び生活困窮者家計改善支援事業が一体的に行わ

れている場合とする。 

（大都市等の特例） 

第三条 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市

（以下この項において「指定都市」という。）において、法第二十五条の規定により、指定

都市が処理する事務については、地方自治法施行令（昭和二十二年政令第十六号）第百七十

四条の三十三に定めるところによる。 

２ 地方自治法第二百五十二条の二十二第一項の中核市（以下この項において「中核市」とい

う。）において、法第二十五条の規定により、中核市が処理する事務については、地方自治

法施行令第百七十四条の四十九の十三に定めるところによる。 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この政令は、平成二十七年四月一日から施行する。 

（地方自治法施行令の一部改正） 

第二条 地方自治法施行令の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（地方公営企業法施行令の一部改正） 

第三条 地方公営企業法施行令（昭和二十七年政令第四百三号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（食品衛生法施行令の一部改正） 

第四条 食品衛生法施行令（昭和二十八年政令第二百二十九号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（社会福祉法施行令の一部改正） 

第五条 社会福祉法施行令（昭和三十三年政令第百八十五号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（公益通報者保護法別表第八号の法律を定める政令の一部改正） 

第六条 公益通報者保護法別表第八号の法律を定める政令（平成十七年政令第百四十六号）の

一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 



 

附 則〔平成三〇年九月二八日政令第二八四号〕 

（施行期日） 

１ この政令は、平成三十年十月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この政令による改正後の生活困窮者自立支援法施行令第二条第一項及び第二項の規定中

生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律（以下

「改正法」という。）第一条の規定による改正後の生活困窮者自立支援法第三条第五項に規

定する生活困窮者家計改善支援事業（以下単に「生活困窮者家計改善支援事業」という。）

に関する部分は、この政令の施行の日（以下「施行日」という。）以後に行われる生活困窮

者家計改善支援事業について適用し、施行日前に行われた改正法第一条の規定による改正前

の生活困窮者自立支援法第二条第六項に規定する生活困窮者家計相談支援事業については、

なお従前の例による。 


